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パラダイム転換と 新しい会社支配論 

一一昭和 61 年 、 平成 3 年の所有状況一一 

    
  一 戸 荘 L 口 

点 たるパラダイムを 提示し， それに基づいて 大 
] ,  はじめに 

企業の支配，性格，社会把握を 試みたものであ 

資本主義体制対社会主義体制の 冷戦構造が ソ る ．会社支配論は 所有分析を基にして 行 う 性格 

連を初めとする 東欧諸国の社会主義体制の 崩壊 上 ，過去多くの 所有状況のデータが 集められ 分 

にかわって， 日米構造摩擦に 代表されるような 析 されてきた．筆者もかって 昭和 11,  31,  41, 

公正と効率性の 問題や，そして より 重大であ ろ 51 年のデータを 提示し分析したことがあ るⅢ． 
う 環境問題が国際的に ， またバブル経済の 崩壊 だが，その後わが 国大企業の所有状況について 

や 過労死という 深刻な事態や 公正さにもっ な が の データを集め 分析したものがないよ う であ る   

る 働き過ぎ，労働時間の 短縮，男女雇用均等法 前回調査の 10 年後のデータとその 5 年後の平成 

などが国内的に 問題となってきている． これら 3 年度のデータを 提示し分析することを 前半で 

諸問題はそれぞれ 独自の要因を 持ち ， 様々な 角 行い，後半で ， 日本での会社支配論の 有力の諸 

度 ，理論から分析されている．会社支配論 ( 大 説 が前半に提示・ 分析した所有状況をど う 理解 

企業の所有と 支配の問題 ) は所有状況を 手がか し 理論展開しているかを 検討する． そして最後 

りに支配状況を 分析し大企業の 性格，最終的 に ，それら分析・ 検討による新しいパラダイム 

には社会把握を 試みるという 方法・内容を 持っ   の提示とそれに 基づく支配・ 企業・社会把握を 

換言すると，大企業に 富 と 権 力が集中している 述べることにしたい   

現代社会において ，大企業の権 力が誰の手にあ 

るのか，誰のために 行使されているのか ，等を 
2.  平成 3 年度の所有状況 

テーマとするものであ る． 1932 年の Berle & 本調査は，拙著『日本大企業の 所有構造』 

Means@<7)@ "The@ Modern@ Corporation@ and@Pri- 文 眞堂 ， 1983 の調査を継続したものであ る   

v"te Prop 。 ， ty" 以来，所有者支配か 経営者 支 調査対象となった 会社は，非金融のわが 国上 

配 かを直接的に ，資本主義 か 否かを究極的に ， 場 会社であ り， その中の資産額で 上位 200 社を 

論争を半生組以上重ねてきたという 歴史を持っ． 選んでいる。 2). 資料は，有価証券報告書および 

そしてその決着は 日本においても 未だついては 『 1991 年度版企業系列総覧山東洋経済新報社， 

いない． であ る   

本稿は， 冒頭に挙げた 諸問題の解明の 理論た 

う り る会社支配論の 論点を明らかにし 新しい 2 一 l)  do 血 nant な 所有者の状況 

会社支配論の 展望のためのフレームワーク ， 視   平成 3 年   
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表 l  dominant な 所有者の状況 

昭和 11 年 昭和 31 年 昭和 41 年 昭和 51 年 昭和 61 年 平成 3 年 

同族 69 1" む 19 ワ @ 2 20 11 

単一会社 51 10 25 24 34 39 

複数会社 10 32 "7 5 97 83 77   
全機関， 他 ワ 2 0 4 7 4 2 

ナシ 68 143 9" コ "0 5 "9 0 り Ⅰ I 

ソ 二言十 二Ⅰ 口 200 200 200 200 200 200 

( 表 1 コ は do ㎡ nant な 所有者   持株比率 

10% 以上   の推移を表にしたものであ る． 

まず平成 3 年度の状況から 見てみよう． 

・同族が他を 圧するような 所有者になっている 

のは 11 社，わずか 5,5% に過ぎない・ 

・親会社や提携会社に よ り 10% 以上株式を所有 

されているのは 39 社， 19,5% であ る・ 

・企業集団に 属しその同集団の 会社が複数で 

株式を 10% 以上所有しているのは 77 社， 38.5% 

であ る． 

・どの株主， グループも持株比率が 10% を超え 

ていないもの ， dominant な 所有者ナシ， は 71 

社， 35.5% であ る， 

・金機関，他が 10% 以上株式を所有しているも 

のは 2 社， 1.0% であ る   

平成 3 年度におけるわが 国上位 200 社の状況 

は， 

i)  " 複数会社所有 " と "dominant な 所有者 ナ 

、 ゾ という「経営者支配」の 会社 (2) は，あ 

わせて 148 社， 74.0% であ る・ 

田 伝統的な所有者支配の 形態であ る同族所有 

は，わずか nl 社， 5.5% と ネバ り ジブルな存 

在となっている． 

Ⅲ ) 所有者支配の 可能性があ る単一会社所有は 

39 社で，約 2 割を占めるが ， その半数以上 

は所有者の影響力 ( 支配 力 ) は小さく，経 
営者支配とみなせよう． 

iv) 以上経営者支配が 8 一 9 割を占める， とい 

ぅ 結論づけられよ う   

2 一 2) dominant な 所有者の推移 

前節において 平成 3 年度ではおよそ 9 割弱ま 

で経営者支配となっていることを 見た・本節で 

は，戦前の昭和 11 年から平成 3 年までの推移を 

見ていくことにしたい． 

戦前から戦後へ 

戦前，昭和 11 年の特色はなんと 言っても，同 

族所有と単一会社所有の 存在であ り，合わせて 

120 社， 60% を占めていた・ これに対し大規 

模 北ヰ株式分散化による「経営者支配」 二 

don ㎞ ant な 所有者ナシは 68 社， 34.0% に過ぎ 

なかった． 

太平洋戦争をはさんだ 昭和 31 年の状況は ，昭 

和 ¥¥ 年の全く逆であ った・ 
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昭和 31 年以降，大幅に 減少した同族所有と 単 

一会社所有は 再び戦前の割合まで 戻ることはな 

かった． そして， 戦後は複数会社所有と 

"do ㎡ nant な所有者 ナ - ゾの 両者が支配的形態 

として続いてきた． 

戦後の推移 

戦後の変化を (i 旧族所有， (" 博一会社所有， 

伍 u0 複数会社所有および ナシ， 03 点からみてみ 

よ っ " ． 

(i@ 族所有支配となっている 社数は昭和 31 年の 

15 社， 7.5% から昭和 51 年の 22 社， 11.0% へと 
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微増する傾向であ ったが，昭和 61 年には一転し 

て 20 社， 10 ． 0% へと微減・ そして平成 3 年度で 

は 11 社， 5.5% へと半減した・ これは， 昭和 31 

年の 15 社よりも少ない． 

この同族所有の 変化は二つの 要因による． 一 

つは同族の持株比率の 減少であ り， " 支配的所 

有主体 ナ、 ゾや 複数会社所有へ 移った会社がそ 

れであ る． その例としては ， 本田技研工業や ソ 

ニ 一などが挙げられる． だが， このケースは 少 

数 であ り， 同族所有の会社の 増減は， その会社 

の成長の度合により 上位 200 社に入ってくるか ， 

落ちるかによるのであ る． 

優れた創業者により 急成長を遂げる ， もしく 

は産業構造の 変化により急成長を 遂げることに 

より上位 200 社人りしてくるのであ る・例えば， 

昭和 41 年から 51 年にかけての 熊谷組，戸田建設， 

殖産住宅相互などの 建設会社， ダイエⅠ ニチ 

イ，西友ストア 一などのスーパー ( 大規模小売 

業 ) がそれであ る． 

すなわち，同族所有の 変化は産業構造の 変化 

によるものが 主であ り，産業構造の 変化が小さ 

いと， もしくは変化しても 既存の大企業が 多角 

化・ 脱 本業化して対応すると ，同族会社の 新 登 

場 はなく，同族会社所有の 割合は減少するので 

あ る． 昭和 51 年から 61 年にかけて登場したのは 

大京などのマンシ。 ン 業界，富士通ファナック 

のような電子機器もしくはオフィス 機器メーカ 

一であ り， これら業種は 既存の大企業も 参入し 

たことが，同族所有会社の 割合を微減させたの 

であ る・ そして，平成 3 年に半減したのは ，昭 

和 61 年からの 5 年間の日本経済が 新しい産業の 

勃興による成長ではなくバブル 経済と呼ばれる 

ものによったからであ ろう． 

(ii@ 一会社所有の 推移は増加傾向にあ る・昭和 

31 年の 10 社， 5.0% から平成 3 年の 39 社， 19.5% 

へと およそ 4 倍に増加している・ 

単一会社所有の 会社はお ょそ 3 タイプに大別 

できる． 外資系子会社 ( 昭和石油など ), 日本 

企業に よ る子会社 ( 川鉄商事，東急不動産な 
ど ), そして提携会社 ( 東芝，兼松江商など ) 

であ る． 近年の増加は 後の 2 つの増加に よ るも 

のであ る． 

田 ㍉複数会社所有と "dominant な 所有者 ナ、 ジ， 

は逆 相関の関係にあ ると言えよう． 昭和 31 年以 

降の両者の推移を 見ると， 
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となっており ，昭和 51 年 までは「複数会社所有 

の 急増   " ナ - ゾの 激減」であ ったが， それ 

以後は逆転し 「複数会社所有の 減少   " ナ 

ージ，の増大」 と転じている． 

このような変容をもたらしたものは ， ひとえ 

に 「株式安定化工作」の 結果であ った・ 昭和 30 

一 40 年代の「自由化政策」に 対応することそし 

て集団内の結束とを 主たる目的として ， 旧 財閥 

系企業を中心に 各企業集団で 株式の相互持ち 合 

いを急速に進めた．姉井物産，姉菱商事や 住友 

金属工業などは ，昭和 41 年までに， また三菱重 

工業や三井造船なども 昭和 51 年までに同集団円 

0 株式の安定化を 計ったのであ った・   ， )   

戦後の経済改革により 株式は広範に 分散し 

昭和 31 年には 4 分の 3 までの会社が " ナシ 二 経 

営者 支酉ザ となったが，戦後 30 年の間に戦前と 

同程度以上に 株式が集中されるに 至ったのは 

( 昭和 11 年の " ナ、 ゾ は 34.0%, 51 年では 

25.0%), 企業集団を中心とする 株式安定化工 

作のせ い であ った． 

この " ナ - ゾ ，から複数会社所有への 流れが逆 

転し昭和 61 年以後は複数会社所有から " ナ 

、 ゾ へと移った理由は 次のような 諸項によ ると 

考えられよ う ， 

，昭和 51 年の段階で " ナ、 ゾ のままであ った会 

社のうち 19 社までは電力・ガス ，鉄道などの 公 

益企業であ り， また残る 31 社も新日鉄などの ょ 

う に独立企業が 大部分であ り，企業集団内の 相 

互持ち合いはほぼ 完了していた． 

・後で分析する 2 6 に，「安定株主工作」は ノ、 

ずしも，企業集団だけで ， また企業集団内だけ 
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で 生じていたわけではない． " ナ、 ゾの 減少から増大へ」という 傾向は「経 

・商法改正により ，銀行の持株比率が 制限され 営者支配」にとってどういう 意味を持つのかに 

犬， し   ついて検討してみよう． 

その一方で，非金融会社の 業績が思わしくな ( 表 2 コは 筆頭株主及び 十 大株主の構成につ 

ぃ 所が続出し安定化のための 株式の新規購入 い て見たものであ る．昭和 51 年， 61 年，平成 3 

どころか，逆に 保有株式の放出が 続出した   年にかけての 変化を見てみよう   

・企業集団に 属する企業は 古くから大企業化し ・同族 

てい て ， 新たに上位 200 社人りする企業は 企業 前節の do ㎡ nant な 所有者においては ，未だ 

集団に属していない   5 一 10% を占めていた 同族は，個人だけだと 筆 

・外資自由化に 対する恐怖が 薄れた   頭株主で W3 名 (6.5%)  +  7 名 (3.5%)  +  6 名 

(3.0%), 十 大株主で 76 名 (3.8%) +54 名 

2 一 3) 筆頭・ 十 大株主の構造 (2  .7  %  )  +  32 名 (1  .6  %  )  でしかなり・ また， 

前節において do ㎞ nant な 所有者として ， 同 それに同族会社を 加えても筆頭株主で 21 名 

族 所有は減少，単一会社所有は 増大してきてい (10.5%) +18 名 (9.0%) であ り， 十 大株主で 

ること， そして複数会社所有と "dominant な 103 名 (5.2%) づ 59 名 (3.0%) でしかないの 

所有主体 ナ、 ゾが逆 相関の関係にあ ることを 見 であ る． 同族はもはや 個人だけで do ㎞ nant な 

た 所有者になり 得ず，同族会社や 財団に株式を 持 

「所有者支配から 経営者支配へ」となっては たせることに よ りその地位を 保ち続けているに 

い るが， 「複数会社所有の 増大から減少へと ， 過ぎない・そして ，その割合は 年度を追うごと 

表 2  筆頭株主・ 十 大株主の構成 (%) 

筆頭株主 十 大株主 

S.51  S.61 H.3  S.51  S.61 H.3 

都市銀行 25.5 15.0 10.5 20.7 21.6 20.7 
長期信用銀行 4.5 3  ．。 5 2.O 6.2 6.4 5.7 
ィ 言 用銀 イ子 2.0 4.O  12.5 8.9  12.6  25.5 
その他の銀行 0  ．。 " O.0 0 ． 0 1.1 3.O 1.4 

[ 銀行， 計 ] [32.5]  [22.5]  [25.0]  [36.9]  [43.5]  [53.2] 

生命保険会社 28.5 35.0  34.5  24.3  24.6  23.3 
1.5 2.O 2  ． " D 8.7 7.2 5 コ ． 6   O.O 3.5 1.5 2.2 2.8 1.7 

地 金融機関 0  ． " り 2.O O.0 0 ． 3 I.8 1.0 

[ 金融機関， 計 ] [63.0]@ [65.0]@ [63.5]@ [72.4]@ [79.8]@ [84.8] 

産業会社 26.0@ 22.0@ 24.5@ 20.2 11.2  10.7 
金機関 ワ @. O 2  ．。 Ⅰ 2.O 0 ． 8 0 ・ 4 O.5 
持株 会 1.5 O.O 0  ． - り 2.7 3.4 1.O 
他機関 O.O O.O O.5 0 ． 1 0  ．Ⅰ ，ブ O.2 
同族会社   6.O 6.0   

    
I.9 1.1 

同族財団等 Ⅰ 刀 O.5 O.6 O.3 

[ 機関， 言十 ] [93.5]  [96.5]  [97.5]  [96.2]  [97.3]  [98.4] 
同族・個人 6.5 3.5 3.0 3.8 2.7 1.6 

ム，き 十 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  100.0 
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に 低くなっていることがわかる． 

・機関株主 

筆頭株主でも 十 大株主でも 90 一 95% を占める 

機関株主であ るが，その機関株主を 金融機関と 

それ以外に分けてみると 次のようになる． 

陸頭株主 コ 

S.  51 S.  61 H, 3 

金融機関 126(63.0%) 130(65.0%) 127(73.5%) 

それ以外 61(30 ・ 5%) 63(31.5%) 68(34.0%) 

( 十 大株主 ) 

S.  51 S.  61 H. 3 

金融機関 

1,448@(72.4%)@1,595@(79.8%)@1,695@(84,8%) 

それ以外 

476(23.8%) 351(17.5%) 273(13.6%) 

筆頭株主においても 十 大株主においても ，わ 

が国の機関株主が 圧倒白 9 割合を占める．殊に 十 

大株主ではその 傾向が一層強く 見られ 70 一 80% 

を占めており ，そしてその 割合は年を追うごと 

に高まっている． 

その金融機関の 中でも，都市銀行，信託銀行， 
そして生命保険会社の 3 者がその大きな 割合を 

占めている． この 3 者だけを抜き 出してみた 

( 表 3 コを 見て頂きたい． 

この 3 者で筆頭株主でも 十 大株主でも 50 数 % 

から 70% 程度占めている． これは全金融機関の 

70 一 90% に当り， また全機関の 60 一 70% を占め， 

機関株主とは 親会社及び同集団の 産業会社とこ 

03 者であ ると言っても 大過がないだろう． 産 

表 3 
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3. 少数の機関株主への 株式集中 

前節までで以下のことを 確認してきた ， 

  同族所有は減少し 5.5% に過ぎない． 

  親会社や提携会社が dominant な 所有者にな 

っている数が 増加． 

  しかし，企業集団による 複数会社所有 か，株 

式 が分散している "do ㎡ nant な 所有者ナジ。 

という「経営者支配」となっている 企業が戦 

後一貫して 70 一 80% を占めている． 

  大株主は ， 全てと言ってよ い程 ，機関株主で 

あ り，中でも都市銀行，信託銀行，生命保険 

会社の 3 者でお ょそ 6 割を占める． 

簡単にまとめると 以上にようになる． 

かって Berle& Means はその著『近代株式 

会社と私有財産』 (1932) において， 

企業規模の拡大   発行株式数の 増大 

  

株主の増大一株式の 分散 

  

do ㎡ nant な 所有者の消滅 一 経営者支配の 成立 

という有名なテーゼを 打ち出した． このテーゼ 

は Berle  &  Means  の時点でアメリカ 企業の 

44%  ,  1963 年の Lamner  で 84.5%  ,  その後の 

Kotz  (1967 一 69),  Metcalf  (1978)  でもお ょそ 

80%  を経営者支配となるという 調査結果が出て 
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S.51  S.61  H.3  S.51  S.61  H.3 
25.5@ 15.0@ 10.5@ 20.7@ 21.6@ 20.7 
2.0  4.0  12.5  8.9  12.6  25.5 

28.5@ 35.0@ 34.5@ 24.3@ 24.6@ 23.3 
56.0@ 54.0@ 57.5@ 53.9@ 58.8@ 69.5 

(b)@ 63.0@ 65.0@ 63.5@ 72.4@ 79.8@ 84.8 
93.5@ 96.5@ 97.5@ 96.2@ 97.3@ 98.4 
88.9  83.1  90.6  74.4  73.7  82.0 
59.9@ 56.0@ 59.0@ 56.0@ 60.4@ 70.6 
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いる・わが日本においても ， Berle&Means の なるはずであ る・ しかるに多くの 研究者の結論 

すぐ後に実施された 増地調査，西野調査でも ア は「経営者支配」であ り， また筆者も同様の 結 

メリカの数値を 僅かに下回る 程度で，同様に 見 論を出している・だが ，機関株主の 存在を「相 

出だし得ている． ところが，戦後は 昭和 31 年の 互持合」の観点から 解釈することは 果たして 妥 

時点でこそ， Lamner 調査と大差な い 数値が日 当であ ろうか・本節では ， 日本大企業の 大株主 

ているものの ， その後の日本大企業は 機関株主 について少々踏みこんでみる   

によ り一旦分散化した 株式が再び集中化された ( 表 3)  は昭和 51,  61,  平成 3 年の 3  ケ 年度の 

のであ った． この機関による do ㎡ nant な 所有 非金融会社 200 社の十大株主，計 2.000 名が誰か 

者の増大という 現象はアメリカに 於ては決して を調べ，何社の 十大株主に顔を 出しているか ， 

見 出だせないのであ る． その上位 50 名を表にしたものであ る． ( 表 4 コ 

これまで多くの 研究者はこの 現象について は ( 表 3 コをまとめたものであ る・ 

「企業集団」 もしくは「相互持合」を 中心に解 何よりも驚くことは ， わずか 50 名 (50 社 ) に 

釈してきたのであ る・ ( その解釈については 後 より日本 top200 の企業の十大株主の 70 一 80% 

で 検討する． ) を 占められていることであ る． そしてわずか 5 

株式会社制度においては ，大株主が支配者と 名 (5 社 ) で約 30%, m0 名 (10 社 ) で 50% 弱を 

表 3  日本大企業の 巨大株主上位 50 名 

命
 

名
主
 

主
木
 

休
日
 

田
唯
 

 
 

㏄
 
匝
 

 
 

㏄
 
匝
 

S.51 S.61 H.3 S.51 S,61 H.3 株主君 S.51 S.61 H.3 

136 149 143 21  羽 26  三井海上 24 21 ㏄ 

@18 @ 8 l 2 l 住友信託銀行 @ 図 l ㏄ I 131 l34 l29 l27 l 人切生命 l14 l 18 fl6   

l10 l 5 l 3 l 三菱信託銀行 l 43 l ㏄ ]@126 l26 l31 l ハ l 安田生命   l1 戸 @ 品   h5 ｜ 

l 5 l 6 l 4 l 三井信託銀行   ㏄ 良 ， 15 62Best5 lM ㏄ Best5 l% l30 l% l 東京銀行   T14 ち。 ，、 ㏄「 正 B 。 ， t-3()TT 「 l5B 。 ，、 鯨 l 

l 2 l 2 l 5 @ 第一生命   荻 (21.6) l ㏄ (22.5) l 打 ( ㏄． 4%) l 一   45   28 l 中央信託銀行「 一 - (63.5 Ⅰ 5( ㏄． 旺 丁 15(77.6 Ⅰ @ 

32  26  6  東洋信託銀行 

㍗ ㌍ 7  人材姉井銀行 

3  3  8  日本 典莱 銀行 

6  7  9  住友生命 

15 l % l ㏄ I  25  ]26  I  31 
%
 

㏄
 

呂
 

es   

2
4
1
 

ウ
 Ⅰ
 
2
1
 

お
 

お
け
 

1
0
 

 
 

㎏
 

 
 

Ⅰ
 

0
 

 
  

 

B
 

m
 
6
 
8
 
 

1
4
 
7
 
 
Ⅰ
 
ニ
 

Ⅰ
 

1
0
 

 
 

B
 

 
 

  

住友海上 

千代田生命 

安田火災 

日本火災 

    
21 拍 14 

18 Ⅰ 4 13 

19 21 12 

17 1 Ⅰ 10 

23  14  10  安田信託銀行 

4  4  11  第一勧 菜 銀行 

10  9  12  住友銀行 

10  13  13  三和銀行 

23@ (35.0)@ 43@ (36.5)@ 55@ (46.1)@ 37 

70 71 捕 47 

43 卸 ㏄ 41 

43 45 49 19 

 
 

吉 国生命 

トヨ ク自 m 車 

日本坑井銀行 

日本証券金 敵 

0
5
6
6
 

1
 

 
 

は
 
6
9
%
  

 打
荷
 

報
土
 

モ
口
 

宮
朝
 

4
 
時
 

1
O
 
1
1
 

8
8
 

15  l17  l16  l 三菱銀行 

16    18    16 l 日本長期信用銀行 

13  l14  l18  @ 明治生命   

三菱商事 12 Best・ 6。est・ 6 Best・ 

三菱重工 10@ (70.5)@ 8@ (71.3)@ 6@ (82.1) 

東邦生命 

  

l 7 l16 l1g l 東京海上   捕 BesI20 l 42BeSt ㏄ l 32Best 棚 l41 l45 l42 l 同和火災   「 お   l 5 『   5   

17  19  20  大和銀行 36 (53.5) 

21  20  20  東海銀行 24 

  33  22  日本証券決済   

  竺 窯 23  協和埼玉銀行   

24 21 23 三井生命 22 

Ⅱ
 ヤ
 
4
 
 

Ⅰ
Ⅰ
 

一
 
@
 
 

一
 

一
一
一
 

行
 

銀
 

災
殆
 

合
火
 拓
 

生
田
道
 

田
代
 海
 

大
子
 北
 

5
5
5
 

4
4
4
 

 
 

一
一
一
 

)
 

 
 

 
  

 
エ
ー
 
6
 

3
3
2
 

 
 

 
 (

5
5
 

 
 

0
0
 
 お
穏
 22 

Ⅰ 0 24 42  41  45  住友商事       

26 24 ㏄ 49  45  新日本製 金 10     

  41  25  % 体中金     21   40  45  日産自動車       

  45  正田自動億機 一     

合計 1,4 ぴ 0(74.1) 1,477(73.9) 1.687(844.6) 

      



パラダイム転換と 新しい会社支配備 ( 二戸 土 @ l ( 初 9) ㌍ 

表 4  表 3 の概要   
S.41 S.51 S お 1 H ・ 3   
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信 i モ銀了 " テ 

ば 不 千 ， 17 ぶ鴇 11 行，Ⅲ 3%  12  行， 21.8%  117-   ェ ， 20 ． 7% 

    
Best@ 5 18.7% ， 21 お拓 22.5% 四 ． 4% 
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芙蓉バルーブ 4   4.4 5 , 6.2 5  ,  ぼ ・ ほ 5  千 士 ， 6.6   

占めているのであ る ( 平成 3 年 ). しかも， こ る ・勿論，わが 国大企業の所有状況において・ 

の 集中化は年を 追って増加している ， 1 位の日 企業集団とそれを 中心にしかっそれを 超えた 相 

本生命は 4 社に 3 社の割合で， 4 位の三井信託 互 持合は無視できぬ ( 特異な ) 状況であ るが， 

銀行で 2 社に 1 社の割合， 10 位の安田信託銀行 この 2 つと 併せて生命保険会社の 所有状況を統 

で 4 社に 1 社の割合で十大株主に 顔を出して ぃ 一 的に解釈することが 望まれるのであ る   

るのであ る． もしこれら株主が 支配意思を持っ 
4. 財産パラダイムと 制度パラダイム 

なら， 日本生命，第一生命，住友生命の 3 社， 

興銀， DK, 住友信託銀行，姉菱・ 三井・東洋 「日本大企業の 支配者は誰か」，双節までの 所 

信託銀行。 5) など，わずか 10 数社が集まり ，協調 布状況の分析をもとに 明らかにするのが 本節の 

して株主権 を行使すれば よい のであ る・だが， テーマであ る． これまでわが 国の研究者たちは 

この驚くべき 集中度を見て ，その数値に 目を見 ど う 結論してきたか ，その検討を 行いながら， 

張っても，誰もそのようになってるとも ， そう 筆者の結論を 述べることにしたが． とり上げる 

するだろうとも 考えないのではなかろうか・ 小 論者は，奥村定，西山 忠範 ，三戸公であ る         

糸 製作所 一 ピケンズ事件を 日本人の多くは 不思 以下， この順番に検討していこう   

議 に用、 れなかったであ ろうから． 

これら機関株主全てが 株式を被所有者側と 相 4 一 1  奥村定 く 法人資本主義論 茅 

互に持ち合っているなら ，所有 ( 権 ) の相殺 や 近年わが国のバブル 経済を論ずる 中で   急 、 速 

相互信認という 解釈も可能であ ろう・だが， 上 に 有名になってきたのが 奥村定教授の「法人 資 

位を占めている 中で，株式会社形態ではない 生 本主義論」であ る．奥村教授は 早くから日本の 

命 保険会社はど う 理解すれば よい のか，長期信 企業集団に着目され ，その分析を 通じて日本企 

用 銀行の 3 行の十大株主には 生保が 3, 4 名 存 業 ・社会の「会社中心主義」を 批判されてきた 

在し， 日債銀は全て 生保と都銀であ る．多くの ( ィタ Ⅰえば『法人資本主義の 構造』， 日本評論社， 

都市銀行の十大株主も 生保が 4 一 5 名存在する 1975 年や『企業集団時代の 経営者』， 日本経済 

のであ る・勿論，筆頭株主のほとんどは 生命保 新聞社， 1978 年． ) 

険 会社であ る。 6). 生命保険会社が 圧倒的所有者 奥村教授の分析はこうであ る，「日本大企業 

であ るという事実を 説明する必要があ るのであ は企業集団を 代表・中心として ，相互に株式を 
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持ち合っている． つまり相互所有であ る． 相互 

所有することにより 相互支配の状況が 生まれる． 

その時 ， お互いの経営者は 相互信認することに 

より，それぞれ 自社を支配する． 日本は ( 本来 

の ) 資本主義のように 自然人が所有しているわ 

けではなく， また， ァメリヵ のように背後に 自 

然人が存在する 機関が所有するのでもな い ．法 

人が所有し その代表たる 経営者が，会社中心 

主義で支配する 法人資本主義であ る．」 

この「相互所有一相互支配 一 相互信認 + 経営 

者支配」という 理論を検討してみよう． この 理 

論の致命的欠陥は「なぜ 相互所有しているの 

か」の説明にあ ろう．株式を 相互に持ち合おう 

と決定したのは 誰か． それは教授が 指摘されて 

いる よう に，財閥解体等で (dominant な ) 所 

盲者が存在しなくなったために 支配者となった 

経営者のはずであ る．では，その 経営者が支配 

者となれたのはなぜかと 問えば，教授の 用いる 

概念を使えは「代表」に 答えが求められよう． 

教授は「相互所有」に 基づき支配すると 言われ 

るが， 経営者支配は「代表」に よ るものであ り   

相互所有は経営者支配成立後 ( 昭和 40 年代を中 

心 ) に生じた現象であ る．奥村教授は 他の説の 

批判として「法人が 所有しているのになぜ 支配 

していないというのか． では， なぜ所有してい 

るのか，株式を 所有する目的は 2 つ，投資 か支 

配 であ り， つ き合 い 証券などというものはな 

い・」と言われる・ だが， なぜ相互持ち 合いが 

生じたかの分析として ，教授は企業集団の 結 

集・拡大，資本自由化対策としての 株式安定 エ 

作を挙げられる・ ここには，互いに 支配しょう 

という目的・ 意図は存在しない． タテ の系列化 

と ョコ の結合という 2 種の所有形態を 拳げられ， 

企業集団や独立系大企業は 後者「 ョコ の結合」 

と 言われるが， この ョコ の結合は所有する 方が 

相手を支配することではないから ， 「系列化」 

という支配を 含む概念ではなく 「結合」とわざ 

わざ区別したのではないか． 

つまり，経営者支配が 成立した後，不安定な 

所有をそのままにしていては 自社， 自分が支配 

されるから相互信認できる 相手と相互所有した ， 

と 解するべきであ ろう．「資本主義であ る限り 

所有していれば 必ず支配」という 前提のもとに 

自分の論理を 組み上げ， 他 説を批判しているの 

であ る． 

4 一 2  面 m 忠鈍 く 脱 資本主義論 茅 

奥村説く法人資本主義美 に 対し 日本は資本 

主義ではない ， という結論を 打ち出しているの 

が西山 忠範 教授であ る． 

綿密な実証調査をもとに 展開されているく 脱 

資本主義茅は 次のような論理展開がなされてい 
る (8) 

「日本の資本主義は 大ブルジョアと か ブルジ 

，アは 存在するが 中 ブルジ ，アは 存在しなかっ 

た ．故に，財閥解体等により 大 ブルジ ，アが 追 

放された後， その地位を襲う 中ブルジョアの 不 

在が， プロレタリアートたる 管理労働者二経営 

者が地位と占有により 支配者となった・ 占有者 

たる経営者は 所有を空洞化するために ，相互に 
株を持ち合うことに よ り支配を相殺させたので 

あ る． ( 支配なき株式保有は 所有の名に値せず ， 

相互所有とは 言えぬ． ) 資本家ならぬ 経営者が 

占有により支配する 社会は資本主義とは 言えな 

い ． 脱 資本社会主義であ る， アメリカは未だに 

所有者により 支配される「所有と 経営の分離段 
階」であ り， 日本が最も進んでおり ，資本主義 

社会も社会主義社会もそれぞれ 進んで「 脱 0 

0 」になるであ ろう．」 

西山説の欠陥は 支配の源泉に「占有」を 持っ 

てきていることであ る． 「占有」 とは何か． 以 

下，『 21 世紀の日本の 株式会社 像 』，東洋経済新 
報社， 1985, の第 8 章を中心に検討する． 

「客体を現実に 保持 holding していることに 

よる支配」と 定義されているが ， 「客体を現実 

に保持」とはほかでもない「支配」のことでは 

ないのか． 「現実に」とは 一体 い かなる意味か ， 

「他に支配者はいないので」なのか ，「所有や血 

縁，暴力等の 他の支配源泉が 当てはまらない」 

という内容なのか． また「保持」とは 何か・ 
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「所有」に似た 語感を持つが ，その定義が 不明 

であ る・結局， 占有概念は「支配に よ る支配」 

というト一トロジ 一であ る． 

なぜこ う なったのか，いま 少し分析してみた 

い．西山教授は 所有を「客体としての 物 または 

組織に対する「支配」を 可能にする社会的な 承 

認すなわち シ ギ ィマッ イオンであ り，支配の根 

拠の一つであ る・ このような「承認」は 客体の 

使用・収益・ 処分を含む一切の 支配の正当， 性 

legit ㎞ acy を意味する」と 定義・説明されてい 

る・簡潔にまとめると「支配の 正統性であ り， 

支配の根拠の 一つであ る」となる． この定義な 

ら， なにも所有だけでなく 教授が列挙されてい 

る血縁，地位，信仰，契約の 定義にもなるので 

はないか．所有とは 私有財産制という ィ デオロ 

ギⅠ それに基づく 所有権 をその内容とするの 

であ る・ だからこそ，株式を 一定量所有してい 

れば支配者であ る ( もしくはその 可能，性があ 

る ) という分析が 可能なのであ る．教授の定義 

によれば，所有に 基づいて支配しているのか ， 

それとも他の 血縁などで支配しているのか 他か 

ら 判別することは 不可能となる．所有と 占有の 

違いを「占有に 基づく支配は 所有にそれとは 異 

なって正統性を 前提とせず，逆に ， 占有という 

事実が正統性の 前提となる」とされているが ， 

「所有」概俳がこれでは ，所有に よ る支配か否 

か判別不能であ るから， 占有に よ る支配か否か 

判別できるはずもな い ． また， 「客体を現実に 

保持」していれば「支配」している・できるの 

だから， 「所有により 占有している」という 表 

現も可能になるのであ る． 

占有概念が無内容， というのが極端なら 不備 

があ ったと言お う ． それは教授の 支配の正統， 性 

( 正当性と同義に 用いる ) に対する把握に 由来 

する・支配の 基礎として，所有・ 血縁・占有等 

が挙げられているが ，支配の基礎 ( 筆者はこれ 

を 源泉と呼ぶ ) に正統性がなかったら ，その支 

配は安定せず ， また持続しないことをあ らため 

て指摘しなくてもよいはずだ．支配の 基礎・源 

泉と支配の正統性は 違う． 所有者支配は「 所 

有 」という正統性を 有するが， 占有による支配 

は前提となる 正統，性がないのであ る． M. We- 

ber も P. F. Druclcer も正統性なき 権 力は危険 

であ り， また持続化しない ， と 言明している． 

教授の挙げた 占有者たちの 例は，借家人，質権 

者，横領者，盗人であ ることからも 明らかであ 

る・ナブルジョア ( 所有者 ) の没落により ，支 

配者の地位についた 経営者の支配の 正統性を占 

有していることに 求めることは ，説得的でもな 

ければ，現実妥当性もないだろう． 

整理してみよう．所有者支配にとってかわっ 

た経営者支配を 理解するには 所有にかわる 支配 

の正統性を求めねばならない・ 支配している ， 

という現実に 支配の正統性を 求める占有概念は ， 

他の正統性を 持つ支配者が 存在しない， という 

こと以上のことを 意味せず，正当性を 有しはし 

ないのであ る． だから占有は 支配とト一トロージ 

一にならざるを 得ないのであ る． 

経営者支配が ，所有という 正統性を有する 支 

配者 = 所有者の支配にとってかわったもので ， 

新たな正統性を 附与しなかった 欠陥は，社会把 

握に表われ，現われる． 脱 資本主義とはいかな 

る 社会か，資本主義ではない 社会という以上の 

積極的把握ではない．資本家が 支配していない 

社会，所有が 支配の源泉となっていない 社会と 

いう内容しか 持たない・支配の 正統性は，近代 

社会，資本主義社会が 私有財産制という 原理を 

持っていたよ う に，経営者支配となっている 現 

代社会の原理でなければならないはずであ る． 

支配の正統性 = 社会原理なのだから ，非所有を 

意味とし支配の 基礎に正統性を 持たせない 占 

有 による支配という 把握では， いかなる原理・ 

イデオロギーを 有する社会かを 明らかにし得な 

いのであ る．逆に言うと ，社会原理・イデオロ 

ギーが明らかにならない 経営者支配論は 虹内容 

とまで言えなくとも ，説得性に欠けるのであ る   

4 一 3  三戸 全く 財産の終焉説き 

『財産の終焉』 という著書のタイトルからも 

うかがえる よう に，支配の正統性は 財産二所有 
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ではなくなり 地位と能力に 代わった． この社会 

がもはや資本主義 か 否かではとらえられない ， 

という説を打ち 出しているく 財産の終焉茅を 見 

て い こう (9). 

「これまでの 社会把握， そして未来展望は 

「悪しき」資本主義から「善き」社会主義であ 

った・ だが， このような 把把 ・展望を持ち 続け 

ることはできなくなった． 日本大企業の 所有状 

況は個人株主の 姿は希となり ，機関株主によっ 

て 圧倒的に所有されるに 至っている． この個人 

所有の縮小・ 分散   機関所有の拡大・ 集中を 

基礎に考えていくとどうなるか．社会主義社会 

も国家という 機関により所有されている ， と 把 

握すれば現代の 資本主義社会と 全く同じ機関所 

育 と理解できよう・「私的所有   社会的所有」 

に 代えて「個人所有   機関所有」を 新しい パ 

ラ ダ イ ふとした時，「資本主義社会一一社会主 

義社会」から「財産中心社会   組織中心柱 

会 」と把握することができる．組織中心社会は 

企業が社会制度となり ，制度上の目的を 達成さ 

せることにより 利潤を獲得しその 利潤でもっ 

て自他の制度の 維持を計ることが 要請されるよ 

うになる・その 機能を果たすことこそが ，経営 

能力により経営者の 地位についた 経営者の責任 

であ り，それこそが 支配の正当性であ る．」 

この理論展開は 明らかに伝統的な 会社支配論 

や前 二説のそれとは 異なっている・ 図示すると， 

次のようになる   

1. 所有状況   機関所有 

Ⅰ 

D. 社会把握   組織中心社会 

l ◆ 

m. 支配分析   経営者支配 

これまでは， 工 + Ⅲ + Ⅱ + であ り，実は『財 

産の終焉』の 叙述・構成もそうなっているので 

あ る・ しかし 1 の所有状況からⅢの 支配分析 

へつなげるならば ，奥村税のように 所有二支配 

とする以外にはないのであ る・当然であ って ， 

所有だけを手がかりに 支配を分析しょうとする 

限り， dominant な 所有者の存否が 所有者支配 

  経営者支配を 分けるしかなく ， それが分析 

手法であ り， だからこそ「大企業の 所有と支 

配」論と呼ばれてきたのであ る・ にも関わらず ， 

機関という dominant な 株主が存在する 状況を 

経営者支配を 結論するには ，西山 説 のように相 

互持ち合いは 所有ではない ， とするか，三戸公 

税のように他の 正当性を有する 支配の源泉を 持 

ってくる以外な い のであ る． 三戸公税 は 「機関 

所有」という 概念を用いているが ， この「所 

有」は支配を 意味しないことにおいて 前の二説 

と決定的に異なるのであ る．問題は前の 二説と 

異なることではない．現代大企業において 個人 

所有もあ れば機関所有もあ ると把握し共にそ 

の所有は支配を 意味しない， というなら整合性 

はあ る・ だが，「個人所有から 機関所有へ」と 

言う時， また「私的所有   社会的所有から 個 

入所有   機関所有へ」と 言う時，それぞれ 前 

者，個人所有，私的   社会的所有には 支配が 

内包されるのに 対し後者は支配を 意味しない 

のであ る． 同じコンテキストで 同じ用語を使う 

ならば異なる 概念であ ってはならないのであ る   

この概念の混乱は 訂正すればそれで 終わりと 

いう問題ではなく ，理論の随所にあ る破綻につ 

ながっているのであ る． それを列挙すると 次の 

通りであ る． 

・所有対象に 地位・能力・ 労働力が含まれてい 

る． 資本や土地は 所有者主体の 外部に客体が 存 

在するが，能力や 労働力は人間のウチに 存在す 

る・ 一 諸に「所有」概俳でくくれるのか ， また 

地位は所有の 対象とはなり 得るのか， 

・ 「所有者たる 機関は支配的な 力をふるおうと 

思えばふるえる」と 述べるが，支配の 源泉の変 

容と矛盾する． 

・ 「 ァメリヵや ヨーロッパも 機関所有化して ぃ 

る 」と述べているが ， 日本のように 集中化して 

いない． 株式が分散している 状況なら， Be,le 

&Means 以来の分析で 十分であ る「機関所有」 

により日本もアメリカもソ 連も同じとするが ， 



パラダイム転換と 新しい会社支配論 ( 二戸                 (213) 27 

集中度が極端に 違 い ， 「機関所有の 拡大・集中」 

という概念が 不明確であ る． 

・ 「個人所有から 機関所有へ」変化してきたと 

把握しそれを「財産中心から 組織中心へ」と 

理解するなら ， ヨーロッパ + アメリカ + 日本 + 

ソ連という順序に「進歩」 していることにな 

る 1l0) 

・ 「機関所有のもとにおいては 機関は人間では 

ないので所有者ならざる 人間が支配者とならざ 

るをえず， その所有者ならざる 支配者が経営 

者」と述べているが ， その経営者を「意志決定 

機関二器官」としている．機関は 人間ではなか 

ったはずであ る． 

・ 「機関所有」の 機関は所有の 主体であ り， そ 

の機関の支配者たる 経営者も機関であ るとする   

支配者は所有主体の 機関の経営者か ， それとも 

非所有者の機関の 経営者か．論理は 前者から後 

者に移り変わってしまい ，後者を結論としてい 

る ・ 

・ 「パラダイム 転換」のパラダイムとは 何か． 

『財産の終焉』の 中には「私的所有   - 社会的 

所有パラダイムにかわって 個人所有   - 機関所 

有 パラダイム」と 捉えることにより 「資本主義 

から社会主義へという 社会把握・未来民望にか 

わって財産中心社会から 組織中心社会へという 

社会把握・未来展望が 得られる」とあ るが， (,) 

組織 ( 中心 ) 社会という把握が 先にあ ったから 

こそ日本もソ 連も同じ機関所有という 把握が可 

能になったのではないか． すなわち，社会把握 

の方がパラダイムではないのか． だからこそ機 

関所有ではその 所有者が支配者ではない ， とい 

ぅ 認識とな っ たのであ ろう．何よりも ，財産申 

心社会でない 社会を把握するパラダイムに「所 

有」なる言葉が 入り得るのであ ろうか． 

・ 「資本主義から 社会主義へ」は 現在から未来 

への把握であ った． だが「財産中心社会から 組 

織 中心社会へ」は 過去から現在へであ り，両者 

の関係はパラレルではない・パラダイム 転換で， 

歴史段階の捉える 範囲が変わってもよいのだろ 

うか，社会主義にかわる 未来展望を求めていた 

はずなのに，組織中心社会はその 展望とはなら 

ない． そのことが十分認識されていないからこ 

そ， 「個人中心でなければならない」という 提 

示がなされる． このような言明がなされるのは 

組織中心社会の 組織の概俳が 対「財産」 と 対 

「個人」の二重性を 有しながら峻別されていな 

い所から生じているのであ る． 

以上『財産の 終焉』の論理上及び 概念上の破 

錠を述べてきた ， 結論すれば次のようになる． 

。 i) パラバイム転換のパラダイムを「機関所有」 

に求めたこと． 

田 最初に「財産の 終焉」という 認識 ( 結論 ) が 

あ ったから「機関所有」 も 「経営者支配」 も 

「日本もソ連も 同じ」 も生まれてきたはずなの 

に，パラダイム 転換を「機関所有」に 求めたた 

めに， 「機関」， 「所有」などという 重要な概俳 

に矛盾が生じた． 

このようにまとめられよう   

4 一 4  三 説の共通性 

以上の三説の 検討を通じて 明らかになったこ 

とを述べたい． 

(i 機関， 法人と用語の 違いはあ れども，全て 人 

間ではなく大企業が 中心的所有者 ( 株主 ) にな 

っている， と 把握している． 

(ii@ 式の相互持ち 合いを問題とすると ，奥村 説 ， 

西山 説 のように日米の 違いが結論として 出てく 

る． 

伍 ， n 三親とも経営者であ るとし その支配の源泉 

に代表， 占有と地位，地位と 能力という 2 3 に， 

経営者の「地位」に 求めている． 

(i"@ 有 ( 概念 ) から理論を展開する 限り，矛盾 

が 生じる． このことは「資本主義」を 問題とす 

る限り必然的結果であ る． 

奥村 説で 「所有に基づく 支配の社会たる 資本 

主義」と把握することの 無理が明らかになり ， 

西山 説で 「資本主義ではない」とするなら 経営 

者支配の正当性 ( 源泉 ) を求めねばならないこ 

とが明らかになった． そして三戸金親で 支配の 
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源泉を求めるには ，所有にとってかわるもの 自分のために 企業を支配することを 現代日本で 

( それは地位であ ろう ) を引き出す新しいパラ は 是認しなくなってきているのであ る．企業 二 

ダイムが求められることが 明らかになった．以 公器説や乗っ 取り罪悪論はそのあ らわれと言え 

下 ，新しいパラダイムを 提示し所有と 支配， よう． アイアコッ カ のように労働者の 大量解雇 

現代社会把握の 問題を提起することにしたり ， の 一方で自分は 高額の収入を 得るのは肯定され 

会社支配論 ( 大企業の所有と 支配の問題 ) は， ていないのであ る‥財産であ るなら所有し 自 

A.A.Berle,Jr. が問題としたように 巨大化した 分のために支配しても 全く正当であ る・支配を 

企業が 富と 権 力を集中させていることから ，そ 財産の使用・ 収益・処分と 捉えるなら，自分の 

の権 力が誰の手に ， 何により，どのように 振る 一族を何人役員にしようと ，利益を投資に 回さ 

われているかを 明らかにするものであ る． す な ず全額を書画骨董に 使お う が，企業を売ろ う が ， 
ね ち 解散しょうが 全くの自由のはずであ る．だが， 

        所有状況 ; 主体，集中一一分散等 日本大企業，経営者はそ う しないし しないこ 

            支配分析 ; 主体，支配の 源泉・正当性 とが正しいとされているのであ る． 日本大企業 

岡 企業の性格 を ( 所有者の ) 「財産」と見なすことはできな 

㈹ 社会把握 いのであ る・経営者は ( 支配者であ りながら ) 

の 4 点を 4 段階の順に解き 明かしていくもので 自分の利益のためではなく ，消費者，従業員， 

あ る．だが， Berle&Means やその後継者のよ 地域住民等社会全体のために 経営することが 要 

う に所有の集中一一分散だけで 支配分析が可能 請 されているとするなら ，それは「 ( 社会日 0) 

な 状態ではないのが ，現代日本の 大企業の機関 制度」の名がふさわし いと 考えられる． ( 大 ) 企 

によ る相互持ち合い ( 安定株主 ) なのであ る． 業が 「私的致富手段から 社会制度に変容した」 

前に検討してきた よう に ， (i)0 所有分析から 直 ことを前提として 会社支配論を 新たに展開する 

ちに Ⅱ以後に展開できず ，最初に支配の 源泉・ には，パラダイムを「財産から 制度へ」と転換 

正当性を所有以外に 求めるパラダイム 転換が最 させることとなろ う ・ 第 5 表が新旧パラダイム 

初に必要なのであ る   によ る会社支配論であ る． 

企業権 力が問題であ るなら，企業をど う 理解 ・財産パラダイムに 立っと，所有主体が 問題と 

するかから始めねばなるま い ．現代大企業の 大 なり，個人所有 か 機関所有 か ，私的所有 か 社会 

多数を占 る 株式会社制度は ，個人の私有財産と 的所有かという 把握となる・だが ， 新 パラダイ 

して捉えられ ，個人の自由としてその 財産 = 妹 ム に 立つなら，所有は 支配の源泉とはならない 

式 会社を支配することが 正当化されていた．す ので，個人株主 - 一 機関株主という 把握となる   

なわち「企業 二 財産」であ った．だが，大企業 ・支配形態として ， l 日パラダイムでは 所有者 支 

を 所有することにより 支配したり，特定個人が 配か経営者支配かという 把握であ ったが， 新パ 

表 5  新一 に パラダイムの 対比 

[l 日 ] 

パラダイム 財産 
[ 新 ] 

制度 

株式の所有 個人所有 - 機関所有 個人株主一機関株主 
私的所有 - 社会的所有 

権 力形態 支配一管理 (to  management) 
権 力内容   

権 力源泉 所有 管理 ( 地位 ) 

企業把握 私的致富手段 社会的制度 

社会把握   市場中心社会一組織中心社会 
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ラダイムでは ，企業は財産ではないので 支配の 

対象とならない・ 制度であ るなら，支配にかわ 

って管理となるのであ る．支配は財産の 使用・ 

収益・処分を 旧パラダイムではその 内容として 

いたが， 新 パラダイムでは 企業は制度であ るか 

ら ， ( 支配者のための ) 収益と処分は 内容から 

はずれ財産の 使用だけが残る． だが，企業は 財 

産ではなく制度としてとらえるなら「財産の 使 

用」は不適切であ り， 「 ( 制度のⅠ戦略の 策定」 

というのが，権 力の内容となるであ ろう． そし 

て，権 力の源泉は所有から 管理となる．管理と 

はその職能を 果たす地位とその 地位につく要因 

の 2 つをその内容とする・その 要因には，能力， 

業績，株式保有，血縁など 複数存在するが ， 現 

伏日本大企業においては ， lower, 血 ddle, そ 

して topmanagement へと昇進していくための 

能力 ( 業績 ) こそが決定的になってきている． 

そして，権 力の正当性は 社会制度として 適切に 

権 力を行使することに 求められるであ ろう．故 

に ， 旧 パラダイムで 問題とされた 所有者支配か 

経営者支配かを 問うなら経営者支配と 答えるこ 

とになるが， 新 パラダイムでは 企業は所有の 対 

象ではなくなると 同時に支配の 対象でもなくな 

るので経営者支配とは 把握しない， かわって， 

権 力の主体が所有者 = 支配者から管理者 (top 

management) となる・ このことは，権 力が個 

人に帰属し人格的行為であ ったものが，制度 

( 企業 ) に帰属し topmanagement は非人格 

的行動となることを 意味するのであ る． 

企業把握は ，旧パ ダライムでは 私的致富手段 

であ り，形態として 株式会社とか ，私企業一一 

公企業などと 把握されていたが ， 新 パラダイム 

では社会全体の 機能 ( 維持・発展Ⅰ (7) ための 

( 社会的 ) 制度となる． 

最後の社会把握はどうか． 旧 パラダイムでは 

資本主義   社会主義ととらえられ ，その バリ 

エーシ， ン として法人資本主義や 脱資本主義が 

あ った ，新 パラダイムは ，社会と個人がどこで 

結合されるのかを 表わす，市場中心社会   組 

織中心社会と 捉えるのであ る． 

新一 旧 パラダイムによる 会社支配論の 対比を 

行った・最後に 財産パラダイムから 制度パラダ 

イムへと転換する 必要性を述べてみることにし 

よ つ 、 ． 

何故，三公社，国鉄・ 電 々 ・専売が民営化さ 

れたのか・私企業に 担わせ，私的致富手段の 対 

象にすることはできぬ 公的産業だと 考えられた 

から公社形態が 採られた・だが ，公社は独占で 

あ り，市場における 競争原理を持たぬために 効 

率の悪さが露呈し 問題視されてきた．効率性の 

悪さは本来の 理念，公共性をも 疎覚すると認識 

されるに至ったため ，分割・民営化の 道を辿っ 

たのであ る・当初否定していた 私企業性と市場 

原理が後になり 肯定されるに 至ったのであ る． 

これは，私的所有一社会的所有を 公共三公正と 

とらえていたのが ，大企業が制度となることに 

より公共性を 持つに至ってきたこと・そして ， 

効率性による 競争がない限り ，社会的制度とし 

ての資格を失い ，公共性をも 損なうと認識され 

るようになったからであ る． 

ソ連を始めとして 社会主義体制が 次々に棄て 

られてきた．社会主義と 資本主義は 2 つの メル 

クマールで分けることができよう   

財産の所有 財の分配・調整 

資本主義 私的所有 市場における 競争 

社会主義 社会的所有 国家に よ る計画 

私的所有を認めると 資本家は労働者を 搾取し 

公正さを欠く・ また市場にまかせておくと ，無 

駄な競争や資本家の 浪費に よ り全体の効率性を 

損なう・だから 社会主義という 公正さに立脚し 

た 国家による計画の 方が効率性も 高くなる， と 

いうイデオロギ 一だったと理解できる・だが ， 

三公社が解体されたと 同じ理由で社会主義も 崩 

壊した・効率性が 低ければその 社会は豊かにな 

れないのであ る・公正が効率 ( 発展 ) を，から 

効率のための 公正， というように 認識されてき 

たと理解できよう・ 資本主義   社会主義は， 

資本主義から 社会主義へではなく ，近代の 2 つ 
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の方法だったと 理解するべきではなかろうか． 

以上のように 理解したとき ，現代日本社会が 

抱える問題の 意味も明らかになろ う ． 日米構造 

摩擦と呼ばれる 内容として市場の 解放， fai,- 

ness 公正さを要求されるのは ， 自由な競争 こ 

そが公正さであ るとするアメリ ヵと ， いかに組 

織の効率を高めるか ，すなわち人的資源をいか 

に活用するかや 消費者の needs に合致する製品 

を効率的に製造するかの 日本との村上 ヒ ， こそが 

貿易不均衡の 原因であ ることが浮かび 上がる． 

だが，確かに 組織の効率性は 日本の方が高い 

かもしれないが ，単身赴任・ 過労死の問題や ， 

女性・身障者の 雇用における 日米企業の差，ボ 

ランティア や フィランソロフィに 対する姿勢の 

差が他方では 存在するのであ る．この効率性と 
公正さの差異は ， 日米両国の企業と 社会のあ り 

方の差異より 生じる． アメリカ企業と 日本大企 

業の差異は， アメリカ大企業が 特定個人の私的 

致富手段という 性格からは解放されてはいるが ， 

企業関係者の 致富手段としての 性格は残してい 

る・ しかも企業関係者間の 力関係は対等ではな 

く，財産所有者 ( 株主 ) の利益が優先され ，そ 

の利益を優先し ，優遇する手腕により 経営者が 

評価されており ，また経営者も stockoption 制 

度などを利用することにより 自己の利益を 増や 

そうとしているのであ る． これに対し日本大企 

業はより制度化しており ，機関株主のために 利 

益を分配する 必要もなく，経営者も 従業員の 

lay-off より経営者の 収入を減らす 方法を採り， 

その収入も新入社員の 十数倍に過ぎないのであ 

る．・ 日本大企業は 特定個人の私的致富手段姉文 

配から解放されているだけではなく ， い かなる 

個人の手段でもな い ( 制度となっている ). 大 

企業が諸個人の 手段であ るアメリカ大企業であ 

るのに対し 日本大企業は ，企業が自立してい 
るのであ る (11). 

古典的資本主義社会 ; 特定個人の手段 

lf 

アメリカ大企業 ; 利害関係を持つ 諸個人の手段 

i O 経営者の自立 ) 

日本大企業 ; 社会的制度 

( 企業の自立 ) 

この ょう に， アメリカ大企業は 財産的性格を 

色濃く残しているのに 対し 日本大企業はその 

性格が変容している・ にも関わらず ， 同じ資本 

主義であ ると自己規定し 同じ株式会社制度で 

あ る限り，小糸製作所 一 ピケンズ事件のみなら 

ず 様々なコンフリクトが 生じるのは当然であ ろ 

，つ 

では， 日米両国の社会はどこが 興 るのか．共 
に資本主義体制を 採る限り，市場に よ る競争は 

変わらない． ただ日本の方が 効率性を市場だけ 

に求めず組織の 効率性を重視している 所が異な 

るのであ り，市場と組織のバランス・ウェイト 

の相違であ る・ しかし，かってはアメリカ 大企 

業こそ組織の 効率性を追求し 効率性が高く ， 

日本はお手本としたのであ った．市場と 組織， 

効率性は決定的違いではない． 違いは個人と 組 

織 ( 企業 ) の関わり方にあ る．すなわち 公正さ 

の側面であ る．近年日本では「企業・ 社会だけ 

富め，個人は 豊かになっていない」 と言われて 

いる． アメリカ社会では 企業は個人のため ( 手 

段 ) であ るから，企業は 豊かだが個人は 豊かに 

ならない， という現象もしくは 認識は起こらな 

いであ ろう．企業は 何のため，誰のためにあ る 

のか ．企業が得た 利益はどのように 分配すれば 

よい の か ．企業の発展に 第一に振り向けられて 

い てよ い の か ． そして，企業という 社会の一つ 

の制度にしか 過ぎないものに ，家庭や地域が 犠 

牲 になってもよいのか ，政治が企業の 立場ばか 

り 重視していてよいのか ， という問題はまさに 

日本社会独自の 問題であ ろう   

私有財産権 は個人の自由として 保証されたも 

のであ った．大企業が 財産から制度に 変容した 

時 ，同時に個人の 手からも離れてしまった・ 特 
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定 個人の私有致富手段であ るよりも，社会的制 

度として社会全体の 利益のための 存在であ るこ 

とは， 日本人の大多数が 賛同するであ ろう・ だ 

が， 企業は P. F. D,ucker の言うような 代表 

的・決定的制度であ り，大企業が 機能しなけれ 

ば 社会は機能しない ， というのは正しい 認識で 

あ ろうか．代表であ り重要ではあ っても決して 

唯一の制度ではないはずであ る． 家庭や地域が 

人間の生きる 基本的場であ り， それを犠牲にし 

て 企業だけが機能 ( 発展 ) しても， その社会は 

健全ではないのであ る．社会を構成する 言者個人 

の豊かさにつながることが ，社会的制度たる 由 

縁であ ろう． 日本はアメリカと 比較すると進歩 

しているようにも 見える． だが，個人と 切り離 

された制度であ るなら，それを 進歩とⅡ 平 べるで 

あ ろうか・ また，大企業が 社会の維持・ 発展の 

ためにあ る機能を遂行するための 存在，社会的 

制度であ るなら，企業がその 目的・機能のため 

以外に株式や 土地を所有することは 許されない 

はずであ る． 企業が財産であ るなら株式も 土地 

もいかなる目的であ ろうと自由に 所有できるで 

あ ろう． だが， 日本大企業は 所有 l, 支配する対 

象たる財産ではなくなっているのであ る． 

財産パラダイムではなく 制度パラダイムで 見 

る方が日本大企業の 把握は有効であ ることを論 

じてきた・だが ，会社権 力に関しては ， 日本大 

企業は制度となっているにしても ， その他の諸 

側面は制度にふさわしい 実態を持ってはいない   

大企業は私的致富手段から 社会的制度 へ ， なの 

だろうか・それとも 秋日 り 致富手段か社会日 り 制度 

なのだろうか．市場中心社会から 組織中心社会 

へと把握できても ，未だ市場は 残っている． 市 

場 はどうなっていくのであ ろうか．市場の 持つ 

競争原理 二 自由と効率性を 組織は 100% 肩代り 

できるとは思えない．組織中心の 中で個人の自 

由をどう確保されるのか ，家庭，地域はど う守 

っていけば よい の か ． そして人間ならざる 組織 

( 制度 ) が中心になったとき ，生態系を超え 企 

業活動が行われ ，環境破壊が 生 - じてきた． どの 

ように地域生態系に 組み込まれた 人間と企業活 

動な っなげていくのか．残された 問題は m 横 し 

ている・ だが， これら諸問題は「大企業の 所有 

と支配」の範囲内にはな い ，大企業が私的致富 

手段から社会的制度に 変容 し 市場中心社会か 

ら組織中心社会に 変容してきた． その変容を所 

有 構造の側面から 権 力問題として 把握しようと 

して誕生した「大企業の 所有と支配」論であ っ 

たが，財産パラダイムを 捨て制度パラダイムに 

立つことを我々に 教えることにより ， その使命 

を 果たし終えたと 旨うことができるかもしれな 

い・ その意味では ，「財産の終焉」は「社会主 

義の終焉」ではなく 「大企業の所有と 支配」論 

の終焉であ り，会社権 力の問題は新しい 視点， 

方位で展開される 必要，性があ るであ ろう． 

本稿で用いた 平成 3 年度のデータの 製作と理 - 

論 構築に当たっては ，筆者のゼミ 生 諸君の協力 

の賜物であ る．特に田中経 弘 君はデータ製作上 

多大の尽力をしてくれた． 田中君とゼミ 生 諸君 

に 心から感謝している． 

また， データ作製等に 当た ヤ ), 私の共同研究 

者であ る九州産業大学の 池ノ内 秀己 助教授によ 

@) 平成 3 年度九州産業大学経営学部研究強化 プ 

ロジェク ト の研究助成金の 援助があ った‥厚く 

御礼申し上げた い   

ぅ
主
 

(1) 『日本大企業の 所有構造』， 文 真生， 1983 年． 

(2) 調査対象の選定基準や 社数など，調査手法 
に関しては 注 ( Ⅱ に準じている． 

(3) " 複数会社所有 " も "dominant な 所有者 ナ 

- ゾ と 同様に「経営者支配」 とすることに 

ついても 注 (1 ) を参照されたい． 

(4) 株主安定化工作に 関しては奥村定『法人資 

本主義の構造』， 日本評論社， 1975 年， に詳 

しい． 

(5 Ⅰ信託銀行の 急速な増大については ，都市銀 

行の BIS 規制， バブル経済が 関与している 

と考えられるが ，本稿の目的とは 直結しな 

いので割愛した． 

(6) 金融機関の所有状況については 注 1) を 
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(7) 本稿でとり上げた 理論は，数値データを 元 

に支配   企業   社会把握と展開してい 

るものであ る． それは諸理論のサーベイ・ 

検討そのものをテーマとしていないからで 

あ る   

(8) 西山 忠範 『現代企業の 支配構造』， 有斐関 ， 

1975 年． 

同 『支配構造言 ぬ 』，文具 堂 ， 1980 年   

(9) 三戸 公 『財産の終焉Ⅰ， 文眞堂 ， 1982 年・ 

三戸 公 『現代の学としての 経営学』，講談 

社学術文庫， 1980 年． 

㎝日・米・ ソの 村上 ヒに 関しては拙稿「株式会 

社革命論の展開」，オイコノミ 力 ， 24 巻 3 . 

4 号を参照されたい． 

(11) 日米企業及び 経営者についての 村上 ヒは 降旗 

武彦編著『日本的経営とバローバリゼーシ 

， ン 』， 白桃書房， 1992 年，の第 1 章，拙稿 

「新しい企業像を 求めて」を参照されたい． 
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